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島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（案）島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（案）島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（案）島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（案）に係るに係るに係るに係るパブリック・コメント実施後のパブリック・コメント実施後のパブリック・コメント実施後のパブリック・コメント実施後の修正事項について修正事項について修正事項について修正事項について    

 

パブリック・コメントにより寄せられた意見等をもとに、人口ビジョン（案）に対して次の修正を図りました。 

 

【人口ビジョン】 

修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

１ﾍﾟｰｼﾞ (１)人口ビジョ

ン策定の目的 

そして、本市のまち・ひと・しごと創生戦略の基礎 

として位置づけるものです。 

そして、本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略の

基礎として位置づけるものです。 

３ﾍﾟｰｼﾞ （参考）これま

での全国と静岡

県の人口 

■全国の総人口と３階層別人口の推移（千人） 

116,989 121,007 123,285 125,440 126,697 127,285 127,081
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■全国の総人口と３階層別人口の推移（千人） 

 

 

７ﾍﾟｰｼﾞ ４ 島田市の人

口推移が、今後

地域に与える影

響 

人口減少が長期的に与える様々な影響やリスクを想 

定した上で、長期的な視点に立ち、「まち・ひと・ 

しごと」総合戦略全般の政策・施策を検討していく 

必要があります。 

人口減少が長期的に与える様々な影響やリスクを想

定した上で、長期的な視点に立ち、まち・ひと・

しごと創生総合戦略の政策・施策を検討していく

必要があります。 

８ﾍﾟｰｼﾞ (５)行財政サー

ビズ 

■地方税（百万円） 

 

■地方税 

 

資料４ 
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

９ﾍﾟｰｼﾞ (５)行財政サー

ビズ 

（国勢調査、将来推計は国立社会保障・人口問題研

究所人口推計による） 

（国勢調査、将来推計は社人研人口推計） 

 

11ﾍﾟｰｼﾞ (４)居住地区の

集中と過疎地の

進行 

島田市の人口は、旧島田地区、六合地区、大津地 

区、初倉地区の４地区に人口の85％が集中していま 

す。 

島田市の人口は、旧島田地区、六合地区、金谷地 

区、初倉地区の４地区に人口の85％が集中していま 

す。 

14ﾍﾟｰｼﾞ (５)人口の将来

展望 

国のまち・ひと・しごと創生総合戦略、静岡県の美

しい“ふじのくに”まち・ひと・しごと創生総合戦

略及び本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略など

の様々な施策の効果が十分発現すれば、若い世代の

結婚が促進し、出産・子育ての希望が実現し、出生

率が平成52（2040）年に「2,07」へ上昇すると想定

しています。 

国のまち・ひと・しごと創生総合戦略、静岡県の美

しい“ふじのくに”まち・ひと・しごと創生総合戦

略及び本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略など

の様々な施策の効果が十分発現すれば、若い世代の

結婚を促進し、出産・子育ての希望が実現し、出生

率が平成52（2040）年に「2.07」へ上昇すると想定

しています。 

16ﾍﾟｰｼﾞ (１)年齢３階層

別人口の推移 

■島田市総人口と３階層別人口の推移 ■島田市総人口と３階層別人口の推移（国勢調査人

口） 

18ﾍﾟｰｼﾞ (３)自然増減・

社会増減の推移 

島田市 出生・死亡、転入・転出の推移 島田市 出生・死亡、転入・転出の推移（厚労省人

口動態調査・総務省住民基本台帳人口移動報告、島

田市統計） 

19ﾍﾟｰｼﾞ (３)自然増減・

社会増減の推移 

（厚労省人口動態調査・総務省住民基本台帳人口移

動報告、島田市統計より） 

（厚労省人口動態調査・総務省住民基本台帳人口移

動報告、島田市統計） 

20ﾍﾟｰｼﾞ (１)子ども女性

比の推移 

■島田市 ０～４歳子ども人口・15～49歳女性人口

などの推移 

■島田市 ０～４歳子ども人口・15～49歳女性人口

などの推移（国勢調査人口から計算） 

21ﾍﾟｰｼﾞ (１)子ども女性

比の推移 

そこで、出生率の代替指標として、０～4歳人口を

分子、15～49歳女子人口を分母とした「子ども女性

比」を、国の手引きにもある社人研の推計方法にな

らい全人口推計に用いています。 

そこで、出生率の代替指標として、０～4歳人口を

分子、15～49歳女性人口を分母とした「子ども女性

比」を、国の手引きにもある社人研の推計方法にな

らい全人口推計に用いています。 
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

22ﾍﾟｰｼﾞ (２)合計特殊出

生率の県内自治

体との比較 

■島田市 合計特殊出生率の県内自治体との比較

（社人研人口推計資料より。平成20（2008）年から

平成24（2012）年） 

■島田市 合計特殊出生率の県内自治体との比較

（社人研人口推計、平成20（2008）年から平成24

（2012）年まで） 

23ﾍﾟｰｼﾞ (２)合計特殊出

生率の県内自治

体との比較 

■島田市合計特殊出生率の推移（厚労省人口動態、

静岡県人口動態、厚労省人口動態特殊報告より） 

■島田市合計特殊出生率の推移（厚労省人口動態、

静岡県人口動態、厚労省人口動態特殊報告） 

■日本の出生数及び合計特殊出生率の年次推移（内

閣府・平成27年版少子化社会対策白書より） 

■日本の出生数及び合計特殊出生率の年次推移（内

閣府・平成27年版少子化社会対策白書） 

24ﾍﾟｰｼﾞ (２)合計特殊出

生率の県内自治

体との比較 

■都道府県別合計特殊出生率 平成25（2013年）・ 

（内閣府・平成27年版少子化社会対策白書より） 

■都道府県別合計特殊出生率 平成25（2013）年・

（内閣府・平成27年版少子化社会対策白書） 

25ﾍﾟｰｼﾞ (２)合計特殊出

生率の県内自治

体との比較 

■静岡県出生順位一覧平成25年（2014年）（静岡県 

人口動態統計より） 

■静岡県出生順位一覧 平成25（2013）年（静岡県

人口動態統計） 

26ﾍﾟｰｼﾞ (３)年齢層別純

社会移動数の推

移 

■島田市 年齢層別純社会移動数の推移 ■島田市 年齢層別純社会移動数の推移（社人研人

口推計） 

27ﾍﾟｰｼﾞ (３)年齢層別純

社会移動数の推

移 

とくに平成５（1995）年以降の期間に顕著になって

きました。 

とくに平成７（1995）年以降の期間に顕著になって

きました。 

28ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■島田市 県内外別にみた人口移動の最近の状況 

 

■島田市 県内外別にみた人口移動の最近の状況

（住民基本台帳から集計） 

 



4 

 

 

修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

28ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

 

 

 

 

 

 

（島田市住民基本台帳より集計） 

 

 

 

 

 

 

 

（住民基本台帳から集計） 

 

29ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■地域ブロック別人口移動の最近の状況 ■地域ブロック別人口移動の最近の状況（住民基本

台帳から集計） 

30ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■都道府県別人口移動の最近の状況 ■都道府県別人口移動の最近の状況（住民基本台帳

から集計） 

31ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■県内人口移動の最近の状況 ■県内人口移動の最近の状況（住民基本台帳から集

計） 

32ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■島田市内地区別の人口移動の状況 ■島田市内地区別の人口移動の状況（住民基本台帳

から集計） 

33ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

■島田市内地区別の人口移動の状況 

 

削除 

平成22（2010）年から平成26（2014）年の地区別の

市外・転入者－転出者と市内・転居入－転居出から

超過数を掲載します。 

平成22（2010）年から平成26（2014）年の地区別の

市外・転入者－転出者と市内・転居入－転居出から

増減数を掲載します。 

（人）

転入 転出 純移動

県内から 県外から 計 県内へ 県外へ 計 県内 県外 計

2006年 1,579 952 2,531 1,761 1,039 2,800 -182 -87 -269

2007年 1,691 946 2,637 1,829 1,048 2,877 -138 -102 -240

2008年 1,612 999 2,611 1,749 1,014 2,763 -137 -15 -152

2009年 1,534 916 2,450 1,502 1,035 2,537 32 -119 -87

2010年 1,381 867 2,248 1,537 1,018 2,555 -156 -151 -307

2011年 1,466 875 2,341 1,533 907 2,440 -67 -32 -99

2012年 1,582 911 2,493 1,611 961 2,572 -29 -50 -79

2013年 1,699 857 2,556 1,743 1,121 2,864 -44 -264 -308

2014年 1,666 917 2,583 1,521 1,172 2,693 145 -255 -110

（人）

転入 転出 純移動

県内から 県外から 計 県内へ 県外へ 計 県内 県外 計

2006年 1,579 952 2,531 1,761 1,039 2,800 -182 -87 -269

2007年 1,691 946 2,637 1,829 1,048 2,877 -138 -102 -240

2008年 1,612 999 2,611 1,749 1,014 2,763 -137 -15 -152

2009年 1,534 916 2,450 1,502 1,035 2,537 32 -119 -87

2010年 1,381 867 2,248 1,537 1,018 2,555 -156 -151 -307

2011年 1,466 875 2,341 1,533 907 2,440 -67 -32 -99

2012年 1,582 911 2,493 1,611 961 2,572 -29 -50 -79

2013年 1,699 857 2,556 1,743 1,121 2,864 -44 -264 -308

2014年 1,666 917 2,583 1,521 1,172 2,693 145 -255 -110
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

33ﾍﾟｰｼﾞ (４)県内外別に

みた人口移動の

最近の状況 

   （人） 

 計 

2010 ▲14 

2011 ▲20 

2012 ▲８ 

2013 ▲33 

2014 ▲１ 

超過計 ▲74 

※８地区全て修正 

 

    （人） 

 計 

2010 ▲14 

2011 ▲20 

2012 ▲８ 

2013 ▲33 

2014 ▲１ 

累計 ▲74 

※８地区全て修正 

34ﾍﾟｰｼﾞ (１)地区別人口

の現状 

■島田市 ８地区と面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島田市 ８地区と面積 

 

 

 

 

 

 

 

（住民基本台帳から集計） 

35ﾍﾟｰｼﾞ (１)地区別人口

の現状 

島田市 地区別にみた性・年齢別人口構成（平成27

（2015）年3月31日、人） 

島田市 地区別にみた性・年齢別人口構成（平成27

（2015）年3月31日、人）（住民基本台帳から集

計） 

43ﾍﾟｰｼﾞ (２)世帯数の推

移 

■島田市 世帯数の推移 ■島田市 世帯数の推移（住民基本台帳から集計） 

44ﾍﾟｰｼﾞ (１)島田市の産

業の現状 

■島田市の産業（平成24年） 

 

■島田市の産業（平成24（2012）年） 
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

45ﾍﾟｰｼﾞ (１)島田市の産

業の現状 

■島田市の製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島田市の商業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島田市の製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■島田市の商業 
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島田市の製造業の推移

事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（百万円）

502 451 413 414 611 

13,635 12,464 11,369 
13,291 

11,146 

434,429 

376,060 381,434 371,144 
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島田市の製造業の推移

事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（百万円）
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1,776 1,617 1,115 1,064 777
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島田市の小売業の推移
事業所数（店） 従業者数（人）

売場面積（㎡） 年間商品販売額（百万円）

1,776 1,617 1,115 1,064 777
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売場面積（㎡） 年間商品販売額（百万円）
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

47ﾍﾟｰｼﾞ (１)島田市の産

業の現状 

■島田市の農業 

 

 

 

 

 

 

 

平成11～18年：農林水産省・農産物生産費統計 

■島田市の農業 

 

 

 

 

 

 

 

平成11～18年：農林水産省・生産農業所得統計 

49ﾍﾟｰｼﾞ (２)島田市の求

人・求職状況 

※データは、島田ハローワーク管内のものなので、

島田市に川根本町が入った数値です。 

※データは、ハローワーク島田管内のものなので、

島田市に川根本町が入った数値です。 

■島田ハローワーク管内の雇用状況 ■ハローワーク島田管内の雇用状況 

島田ハローワーク管内（島田市、川根本町）雇用状

況推移 

ハローワーク島田管内（島田市、川根本町）雇用状

況推移 

島田ハローワーク管内の有効求人倍率は、2015年４

月の時点においても0.91にとどまっており、 

ハローワーク島田管内の有効求人倍率は、2015年４

月の時点においても0.91にとどまっており、 

■島田ハローワーク管内（島田市、川根本町） 職

種別求人数、求職者数 

■ハローワーク島田管内（島田市、川根本町） 職

種別求人数、求職者数 

51ﾍﾟｰｼﾞ (２)島田市の求

人・求職状況 

同様に、「製造工程（金属材料製造、金属加工等）

の職業」も「2013年4月：0.73」→「2015年4月：

1.54」と求人数が求職者数を上回り、大幅な回復が

見えられます。 

同様に、「製造工程（金属材料製造、金属加工等）

の職業」も「2013年4月：0.73」→「2015年4月：

1.54」と求人数が求職者数を上回り、大幅な回復が

見られます。 

以上のことから、島田ハローワーク管内の求人状況

は、大きく改善し、 

以上のことから、ハローワーク島田管内の求人状況

は、大きく改善し、 
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島田市の農業産出額推移（百万円）
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

53ﾍﾟｰｼﾞ (３)総務省の新

たな分析「地域

の産業・雇用創

造チャート」に

みる島田市の産

業 

国勢調査データは、先の経済センサスよりも大きな

くくりの産業分類であるものの世帯調査によって就

学状況を調査して統計をとっているため、個人経営

の農業を含めた角度から島田市の産業を見ることが

できます。 

国勢調査データは、先の経済センサスよりも大きな

くくりの産業分類であるものの世帯調査によって就

業状況を調査して統計をとっているため、個人経営

の農業を含めた角度から島田市の産業を見ることが

できます。 

55ﾍﾟｰｼﾞ (１)推計の前提

と推計結果 

このうち、ケース１は社人研と、２は創成会議によ

る推計方式によるもので、試算結果を評価する際の

基準とするものです。 

 

このうち、ケース１は社人研、２は日本創成会議に

よる推計方式によるもので、試算結果を評価する際

の基準とするものです。 

 

試算ケース設定表 

 

純社会 

移動率 

説明 

創生会議仮定値 純社会移動率＝社人研仮定値

に創生会議オリジナルの係数

を乗じる 

試算ケース設定表 

 

 

純社会 

移動率 

説明 

日本創生会議仮

定値 

純社会移動率＝社人研仮定値

に日本創生会議オリジナルの

係数を乗じる 

56ﾍﾟｰｼﾞ (２)子ども女性

比の将来推計 

そこで、出生率の代替指標として、０～4歳人口を

分子、15～49歳女子人口を分母とした「子ども女性

比」を、国の手引きにもある社人研の推計方法にな

らい全人口推計に用いています。 

 

そこで、出生率の代替指標として、０～4歳人口を

分子、15～49歳女性人口を分母とした「子ども女性

比」を、国の手引きにもある社人研の推計方法にな

らい全人口推計に用いています。 
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

57ﾍﾟｰｼﾞ (３)男性の年齢

別純移動率の推

計 

社会増減・男性の純移動率の推計でも「30～34歳→

35～39歳」、「35～39歳→40～44歳」の年齢層の転

出が続くと推測されています（社人研の指標）。ま

た、さらに下の「10～14歳→15～19歳」、「15～19

歳→20～24歳」年齢層の転入超過も継続する予測と

なっています。 

 

社会増減・男性の純移動率の推計では「10～14歳→

15～19歳」、「15～19歳→20～24歳」の年齢層の転

出が続くと推測されています。また、「20～24歳→

25～29歳」の年齢層の転入超過も継続する予測とな

っています。 

58ﾍﾟｰｼﾞ (４)女性の年齢

別純移動率の推

計 

社会増減・女性の純移動率の推計では、男性とは異

なり、「20～24歳→25～29歳」、「50～54歳→55

～59歳」は転入超過であるものの、この時期は、全

て転出超過が続くと予測されます。 

社会増減・女性の純移動率の推計では、男性とは異

なり、「20～24歳→25～29歳」、「50～54歳→55

～59歳」は転入超過であるものの、このほかの時期

は、転出超過が続くと予測されます。 

 

 

※グラフの目盛り幅の変更 

60ﾍﾟｰｼﾞ (５)試算ケース イ ケース２ 創成会議推計 

純社会移動率＝社人研仮定値に創成会議オリジナ

ルの係数を乗じる 

出生率の設定 社人研仮定値 

純社会移動率の設定 創成会議仮定値 

イ ケース２ 日本創生会議推計 

純社会移動率＝社人研仮定値に日本創生会議オリ

ジナルの係数を乗じる 

出生率の設定 社人研仮定値 

純社会移動率の設定 日本創生会議仮定値 
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修 正 箇 所 修  正  前 修  正  後 

68ﾍﾟｰｼﾞ (７)将来人口に

及 ぼ す 自 然 増

減・社会増減の

影響 

ア 将来人口に及ぼす自然増減の影響度 

ケース３の2040年推計人口＝80,760（人） 

ケース１の2040年推計人口＝77,930（人） 

⇒80,760（人）÷77,930（人）×100＝103.6％ 

 

ア 将来人口に及ぼす自然増減の影響度 

ケース３の2040年推計人口＝80,786（人） 

ケース１の2040年推計人口＝77,930（人） 

⇒80,786（人）÷77,930（人）×100＝103.7％ 

 

イ 将来人口に及ぼす社会増減の影響度 

ケース４の2040年推計人口＝85,387（人） 

ケース３の2040年推計人口＝77,930（人） 

⇒85,387（人）÷ 77,930（人）×100＝105.7％ 

 

イ 将来人口に及ぼす社会増減の影響度 

ケース４の2040年推計人口＝85,387（人） 

ケース３の2040年推計人口＝80,786（人） 

⇒85,387（人）÷ 80,786（人）×100＝105.7％ 

 

71ﾍﾟｰｼﾞ ２ 地区別将来

人口推計につい

て 

基準人口 

各地区別住民基本台帳人口（2015年３月31日現在） 

基準人口 

各地区別住民基本台帳人口（平成27（2015）年３月 

31日現在） 

77ﾍﾟｰｼ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾞ 

２ 地区別将来

人口推計につい

て 

【初倉地区】 

■人口及び年齢3区分別人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

【初倉地区】 

■人口及び年齢3区分別人口推計 
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